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平成 28年 10月 17日 

会 社 名 株 式 会 社 ラ ク ス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  中 村  崇 則 

 （コード番号：3923 東証マザーズ） 

問い合わせ先 取締役 経営戦略本部長 松嶋 祥文 

 （TEL 03-5362-3650） 

 

株式会社アール・アンド・エー・シーとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社アール・アンド・エー・シー（本社：

東京都千代田区、代表取締役社長：高山知泰、以下 R&AC）との間で、資本業務提携を行うことについ

て決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．資本業務提携の理由 

   当社は経費精算システム「楽楽精算」、WEB データサービス「働く DB」、WEB 帳票発行サービ

ス「楽楽明細」等、企業の業務効率化に貢献する複数のクラウドサービスを提供しております。2001

年にメール管理・共有システム「メールディーラー」の提供を開始して以来、複数のクラウドサー

ビスの開発・運営・育成を行ってまいりました。このため、クラウドサービスの開発・運営・育成

に関するノウハウを保有しております。 

 

   R&AC は入金消込から債権残高管理までをカバーする入金回収業務特化型ソリューションパッケ

ージシステム「Victory-ONE」を提供しており、経理担当者の業務効率化に貢献するシステムを開

発・提供しております。同社は 2007年の「Victory-ONE」のファーストバージョンリリース以前か

ら、入金管理に関連するノウハウを長年蓄積してきており、入金管理システムベンダーとしてトッ

プクラスの実績を有しております。 

 

   今回の提携により、当社が提供している販売管理システムとして活用可能な「働く DB」、WEB

帳票発行システム「楽楽明細」、経費精算システム「楽楽精算」と、入金消込から債権残高管理まで

をカバーする「Victory-ONE」を組み合せてご利用頂くことで、販売管理から、請求、入金消込、

経費精算までを一気通貫で処理する FinTech サービスとして大幅な業務効率化が可能となる等、当

社の提供するクラウドサービスとの高いシナジーが見込まれます。また、当社の保有するクラウド

サービスの開発・運用・育成ノウハウを R&ACに提供することで、同社の更なる成長に貢献し、同

社及び当社の企業価値向上を目指してまいります。 
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２．資本業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

 ①当社から R&ACへのクラウドサービスの開発・育成・運用ノウハウの提供 

 ②経理部門に対しての R&ACの「Victory-ONE」と当社クラウドサービスの共同提案 

 

（２）資本提携の内容 

  当社は、R&ACが実施する第三者割当増資を引き受け、普通株式 100株（発行済株式数の 14.49％）

を 4,000万円で取得します。 

 

（３）その他 

    当社及び R&AC は、資本業務提携を通じて、当社から R&AC へ取締役１名を派遣することに

ついて合意しております。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社アール・アンド・エー・シー 

（２） 所 在 地 東京都千代田区東神田２丁目 10番 16号 For Life Office東神田 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高山 知泰 

（４） 事 業 内 容 ITソリューション事業、プロダクトソリューション事業 

（５） 資 本 金 53百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2004年 11月 

（７） 大株主及び持株比率 

高山知泰           40.74％ 

高山宗一郎          37.03％ 

株式会社 ICSパートナーズ    14.81％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

関連当事者への該当

状 況 
該当事項はありません 

※株式会社アール・アンド・エー・シーは非上場企業のため業績を公表しておりません。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 28年 10月 17日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 28年 10月 21日 

（３） 払 込 日 平成 28年 10月 27日 

 

５．今後の見通し 

  今回の資本業務提携による業績への影響については、現段階では軽微と考えております。今後、開

示の必要性が生じた際には、速やかに内容を開示致します。 

 

 

以 上 


